
口
匡報怪平成30年度 事

平成30年4月1日から

帯定非営利活動法人日本電磁漣

畢栗の取釆

平成30年度は、研究者、技術者及び一般市民に対して、
ﾝポジウム、研究会及びセミナーの開催を行った。併ゼ
篭行を行った。また、 2020年に開催される国際会駿に倫
する専門別の6つのワーキンググループ主催の研究会、
ワーキンググループ主催のサマースクール、などの活圃
「ショートコース」を初日に開催し、安全教育識演会を
ム」 とし、最終日には北九州市の一般市民も対象にすぞ
術の促進、知職の普及、電磁波エネルギー応用技術の通

襲業の実施に関する事項

）特壼非営利活動に係る事業

羽技術の教育・研究発表会としてのシ

肝究報告書の刊行、 JEMEAWeb機関紙c
さらに、電磁波エネルギー応用に関
･キンググループに上る織習会．若手

唖磁波エ不ﾉ’

て学術鶴文闇
ナて進備を静

厩外露師の招聰を行う l国際

営開侭した。これら活動を遮
監弗図った‐

’
4

忙弐雷1⑨具イ辻霊ワ負冬H回唾､

定款に記載

された事業
名

事業内容
日時

場所
従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人数

事業費
(千円）

(I)趣磁波エネ
ルギーの応用

に閲する科学

技術の調査・
研究・情報収

典に対する専
門家・一般市
民を対象とし
たシンポジウ
ム・研究会、
および専門

家・一般市
民・青少年を
対象としたセ
ミナー等を通

した知識の普

及事業

趣磁波エネルギー応用技
術の教育・研究発表会と
して「第12回日本虹磁波
エネルギー応用学会シン

ポジウム」を開催。

シンポジウム詮文集およ
び研究会技術研究報告書

の刊行を行う。

愈磁波エネルギー応用技
術に関する研究会・セミ
ナーを実施。

11月14－17日

5月25日

11月14日

11月15日

H31年1月中

5月25日

11月14日

H31年1月24日

(WG主催行
事）

(渉） 3回

(m) 1回
(若手) 1回
(SimWG)4回

(生体WG) 1回

福岡県北九州市
北九州国際会鍍場

法人事務所

上智大

北九州国際会駿場
京都アカデミアフオーラ
ム （渉）埼玉県熊
谷・お茶大 （趣）
神奈川・東京・仙台
(若手）宮城県松島
(SimWG)千代田区㈱科学

技術研究所
(生体）北九州国際会殿

場

20人

5人

人
人
人

３
３
３

研究者、技術者及
び一般市民
(233人）

研究者、技術者及

び一般市民

60部x1回(5月）
上智大負担分と分

けて作成
100部x1回(11

月) 200部x1回
(11月）
60部x1回(1月）

研究者、技術者、

一般市民及び

青少年

5月25日 112人

11月 14日 64人

H31年1月24日40

人9月11-12日

24人

7月6日、 10月5

日、 2月15日

1776(A)

(B)

金額は(C)に含む

1381 (C)

(1)支出合計予定

3,157
(A)+(C)

(2)ホームベー

ジ・愈子媒体

を主体とした
趣磁波エネル
ギー応用技術
の促進、知鍾

の仔及、提言

に係る事業

機関紙(JEMEA
Bulltin） 。 学会勘文
誌を発行。

ホームページを開設し、
活動内容を紹介し、また
愈磁波エネルギー応用に
対する知鼓の啓発を図
る

国際会殿GlobalCongress
onMicrowaveEnergy

Applications (GCMEA3)を
IMPI (国際マイクロ波パ

ワー学会；米国） 、
AMPERE (ヨーロッパマイ

クロ波パワー学会；ヨー
ロッパ)との共催で2020年

開催に向けて迩傭を行
フ｡

機関紙6月/1月
畿文誌9月/3月

4月から

随時

4月から

随時

法人事務所

法人事務所

東京都内

3人

3人

15人

研究者、技術者及
び一般市民
(200人）

一般市民

不特定多数

研究者、技術者及
び一般市民
300人

29

404

0

(2)支出合計

433

(3)愈磁波エネ

ルギーの応用
に係る安全に
関する知識の
普及に関する

事業

愈磁波エネルギー応用技

術に関する安全教育鱒演
を実施する。

環境における電磁波エネ

ルギーの計測を行う。

愈磁波エネルギー応用技
術に関する安全管理者の

教育を実施し、資格認定
の廻備を行う。

11月14日

4月から

随時

4月から

随時

北九州国際会議場

法人事業所周辺地区

法人事業所

10人

10人

5人

研究者、技術者及
び一般市民
90人

研究者、技術者及
び一般市民200人

研究者、技術者
30人

22

O(準備期間のた
め）

0(準備期間のた
め）

(3)支出合計

22

非営利事業合計 3.622



I
定款に記載
された事業

名

事業内容 日時 場所
従業者の
人数

事業費
(千円）

製作したCD及
び番霜、その
他の著作物の
販売に関する
駆業

シンポジウムおよび研究

会で製作したCDや著作物
の販売を行う。 随時 法人事業所 1人 11

辮習・研修会
の開催と鱒師
の派遣・紹介
に関する事業

鰕習・研修会の開催およ
び鱗師の派遺・紹介を行
フ。 随時 法人事業所 1人

0(支出は非営利活
動の項目に記載）

教育プログラ
ムの開発及び

教育の実施の

支援に関する
事業

趣磁波エネルギー応用技
術に関する教育プログラ
ムの開発及び教育の実施
の支援を行う。

随時 法人事業所 1人 0

機関紙、イン

ターネット、
ホームページ

等への広告褐
戦事業

機関紙、インターネッ
ト、ホームページ等への
広告掲載を行う。 随時 法人事業所 1人 10037

1｡048

4,670



谷式第14号（法第28条関係）

平成30年度活動計算書

平成30年4月1日から平成31年3月31日

特定非営利活動法人日本電磁波エネルギー応用学会

（単位：円）

科 目
特定非営利活動に係る

事業
その他の卒業 合計

I 経常収益

1 受取会費

入会金収入

会費収入

セミナー収入

安全知餓収入

テキスト等売上

広告出稿収入

懇親会収入

企業発表参加収入

2受取助成金等

受取寄付金

受取補助金

受取利息

雑収入

経常収益計

Ⅱ経常費用

1 卒業費

(1)労務費

給料手当

雑給

福利厚生費

人件費計

(2)経費

実験材料費

売上原価

テキスト印刷費

賭謝金

賃借料

懇親会費用

消耗品費

旅費交通費

通僧費

広告宣伝費

支払手数料

減価償却費

雑費

経費計

率業費計

2管理費

(1)人件費計

給料手当

雑給

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

旅費交通費

接待交際費

通僧費

租税公媒

消耗品費

支払手数料

顧問料

貯蔵品処分費

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

、経常外収益

過年度損益修正益

経常外収益計

Ⅳ経常外費用

過年度損益修正損

経常外費用計

経理区分振替額

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

38,000

1,743,750

2,081,500

265,000

743．000

0

1，000，000

8

1，091

5,872,349

99,605

249,250

50，440

399,295

0

188,825

184,321

616,480

679,668

144.436

820,850

30,771

175,817

369,477

32,400

52, 110

3,295 155

3,694 450

1， 187，160

5，327

8．386

1,200,873

22,747

193,637

106,007

3,650

75，289

25,424

292,680

539,968

99，627

1,359 029

2,559 902

6,254 352

－382 003

0

0

0

-34,647

-416,650

4.302,789

62,580

240,000

1，540，000

5

1,842,585

100,395

100,395

11,931

91， 100

828,085

18， 149

949,265

1,049,660

372,840

1,673

2，634

377,147

4,414

36,110

74,500

24,086

7,460

92,680

11, 175

2

450 425

827 572

1，877 232

－34 647

0

0

0

34,647

0

38,000

1.743,750

2,081,500

265,000

62,580

240,000

743,000

1,540,000

0

1,000,000

13

10091

7,714,934

200,000

249,250

50，440

499,690

0

11，931

188,825

184,321

707,580

679,668

144,436

820,850

30,771

1,003,902

369,477

32，400

70，259

4,244 420

4,744 110

1,560,000

7，000

11,020

0

1,578,020

22,747

198,051

142, 117

78, 150

99，375

32,884

585"360

539,968

110,802

1,809 454

3，387 474

8, 131 584

-416 650

0

0

0

0

0

-416,650

4,302,789

次期繰越正味財産額 3,886,139 3,886,139



書式第15号（法第28条関係）

平成30年度貸借対照表

平成31年3月31日現在

特定非営利活動法人日本電磁波エネルギー応用学会

（単位：円）

科 目 金 額

I 資産の部

1．流動資産

現金預金

貯蔵品

未収入金

流動資産計

2．固定資産

無形固定資産

ソフトウエア

固定資産計

資 産 合 計

Ⅱ負債の部

1．流動負債

未払法人税等

前受金

預り金

未払金

流動負債計

2．固定負債

固定負債計

負 債 合 計

Ⅲ正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

2,740,140

956,597

0

291，600

74,500

14,000

10,142

3，556

3,696,737

291600

102,198

0

3,988,337

102,198

4,302,789

-416,650

3,886,139

3,988,337



財務諸表の注記

1．重要な会計方針

財務諸表の作成は､NPO法人会計基準(2010年7月20日NPO法人会計基準協議会)に
よっています｡同基準では特定非営利活動促進法第28条第1項の収支計算書を活動計算
書と呼んでいます。

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価法により､評価方法は総平均法によっています。

（2）固定資産の減価償却の方法
固定資産は､法人税法の規定に基づいて定額法で償却しています。

（3）消費税等の会計処理
消費税等は税込み処理により処理しています。

2.活動報告書に係る事項

その他の事業で管理費に表示されている租税公課には､法人税等74,500円が含まれてお
ります。

3．固定資産の増減内訳

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

無形固定資産
ｿフトウエア 324,000 324,000 32,400 291,600



書式第17号（法第28条関係

平成30年度財産目録

平成31年3月31日現在

特定非営利活動法人日本電磁波エネルギー応用学会

（単位：円）

科 目 金 額

I 資産の部

1． 流動資産

現金

東京三菱銀行普通預金1

東京三菱銀行普通預金2

ゆうちよ銀行振替口座1

ゆうちよ銀行通常貯金1

ゆうちよ銀行通常貯金2

ゆうちよ銀行定額貯金

三井住友銀行普通預金

貯蔵品

テキスト 635冊

USB 192本

CD-R 72枚

バック 12枚

ボールペン15本

未収入金

流動資産計

2． 固定資産

無形固定資産

ソフトウエア

固定資産合計

資 産 合 計

Ⅱ負債の部

1． 流動負債

未払法人税等

前受金平成31年度年会費

預り金源泉所得税

未払金

流動負債計

2． 固定負債

固定負債合計

負 債 合 計

正味財産

0

525,501

0

0

359,076

111,183

1,500,000

244,380

604,479

325,338

4,032

20,228

2，520

291,600

74,500

14,000

10,142

3，556

3,696,737

291,600

102,198

０
０

3,988,337

102,198

3,886,139



書式第18号（法第28条関係）
生
ロ事業報 用

平成30年度年間役員名簿 （前事菓年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を配敏した名簿）

弓匡. ． ,洞I ：』

1 確認事項（法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください｡）

回以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 （法第20条関係）
図各役員について、親族の規定に違反していません。 （法第21条関係）

2役員一覧

役名
どちらかに○

(フリガナ）

氏 名
住所又は居所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入）

1 ○理事・監事

シノハラナオキ

篠原真毅

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

2 ○理事・監事

オオウチショウキチ

ロウ

大内将吉

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

3 ○理事・監事

フジタアキ

藤田明希

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

4 ○理事・監事

ヨシダムツミ

吉田睦

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

5 ○理事・監事

ムトウアキオ

武藤彰男

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

6 ○理事・監事

ニシオカマサテル

西岡将輝

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

7 ○理事・監事

ホリコシサトシ

堀越智

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

8 ○理事・監事

ミタニトモヒコ

三谷友彦

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

9 ○理事・監事

アサノマミコ

浅野麻実子

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

10 ○理事・監事

スギハシアツシ

杉橋敦史

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日



書式第18号（法第28条関係）

事業報
生
ロ 用

役名
どちらかに○

(フリガナ）

氏 名
住所又は居所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入）

l1 ○理事・監事

ワタナベマサル

渡邉賢

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

12 ○理事・監事

シミズヒロキ

清水弘樹

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

13 ○理事・監事

ツバキシュンタロウ

椿俊太郎

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

14 理事・○監事

エンドウツカサ

遠藤司

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日

15 理事・○監事

ソガヒロフミ

曽我博文

平成30年4月1日
～

平成31年3月31日

年 月 日
～

年 月 日



設立・事業報告用
書式第4号（法第10条・第28条関係）

社員名簿(社員のうち↑o人以上の者の名簿）

特定非営利活動法人日本電磁波エネルギー応用学会
一一■宮■■■ー一一一一画一凸凹■卸■■●＝ーー一再■戸一韓一一一一一■■■~｡ーー‐ー●再甸p面や口■ー‐－－－■曲一■■一一ー 一面一句

住所又は居所氏 名

1
二川佳央

2
和田雄二

3

佐藤元泰

4
竹内和彦

5
滝澤 力

6
滝澤博胤

福島英沖

8
堀越 智

9
遠藤 司

10
加藤俊作

11
柳田祥三

松村竹子12



氏 名

13
近田 司

14
辻 正治

15
吉川 昇

16
河野 巧

17
西岡将輝

18
吉田 睦

19
大内将吉

20 篠原真毅

21
藤田明希

22
三谷友彦

23
浅野麻実子

24
杉橋敦史

25 清水弘樹

26 椿俊太郎

住所又は居所



監査報告書

令和元年5月29日

特定非営利活動法人目本電磁波エネルギー応用学会

の平成30年度の活動計算書･貸借対照表､財産目録、

事業報告書、役員名簿、社員名簿について、監査した

結果､正確かつ適正であることを確認いたしましたの

でここにご報告申し上げます。

監事 謬聯司

曽我博文監事




